
証券コード 3550
2026年５月７日

（電子提供措置の開始日2026年４月30日）
株 主 各 位

兵庫県神戸市中央区御幸通八丁目１番６号
株 式 会 社 ス タ ジ オ ア タ オ
代 表 取 締 役 社 長 瀬 尾 訓 弘

第22期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第22期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご

通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネッ

ト上の下記ウェブサイトに「第22期定時株主総会招集ご通知」として電
子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
https://www.studioatao.jp/ir/irnews.htm

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載して
おります。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索
し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、同封
の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年５月21日（木曜
日）午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2026年５月22日（金曜日）午後１時30分
2. 場 所 兵庫県神戸市中央区御幸通八丁目１番６号

神戸国際会館セミナーハウス ９階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 目 的 事 項
報 告 事 項 第22期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）事業報告及び

計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ

たものとして取り扱わせていただきます。
また、今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、当社ウェブ

サイト（https://www.studioatao.jp）に掲載させていただきます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容

を掲載させていただきます。
ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねて

おります。なお、株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第15条の規定
に基づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作
成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで）

1. 会社の現況
（1）当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や訪日外国人の増

加等により、緩やかに経済活動の正常化が進んでおります。一方で、ウクライ
ナや中東情勢悪化による物価上昇、米国金融政策による世界経済の減速懸念等、
依然として先行きが見通せない状況が続いております。
このような環境の中、当社は、「ファッションにエンタテイメントを」を理念

とし、オリジナルバッグ・財布等の提供を通じて「お客様に非日常のワクワク
感を提供すること」を目指し、引き続き販売促進費への投資やSNS活動の強化
等を行うとともに、ATAO18周年記念プロジェクトとして投入した
「SAFARILAND」シリーズなど、幅広い層へ訴求できる商品ラインナップの拡
充を図ることで、新規客や男性客の取込みに貢献しております。また、2026年
にブランド設立20周年を迎えることに合わせて展開している限定アイテム「ブ
ロックパーティ・キャンディミックス」シリーズ、「SAFARILANDクラシッ
ク・チェス」が好評を得ております。
IANNEブランドで2024年９月に販売を開始したデイリーバッグ「Opera」

が引き続き好調に推移しており、ブランド全体の底上げに貢献しております。
また、当社ブランドのオンラインサイトが集積したモール型の新ECサイト

「ATAOLAND＋（アタオランドプラス）」のほか、「ATAO楽天市場支店」、
「アタオYahoo!店」をオープンしたことに伴い、店舗とECのOMOが強化され
た結果、広告効果の改善とともに全体の売上への好影響が出ております。引き
続きプロモーション等を継続し、店舗とECのOMOの一層の推進や当社が展開
する各ブランド価値の更なる向上、顧客サービスの強化等を図ってまいります。
ILEMERにつきましては、2025年11月より販売を開始したリトルツインスタ

ーズ 50 周年を記念したコラボレーションアイテムが好評を得ており、ブラン
ドの認知拡大にも貢献しております。
その結果、当事業年度の販売業態別の売上高は、ATAOLAND+及びATAO

楽天市場支店の売上増加及び2024年11月に出店したアタオYahoo!店の貢献等
によりインターネット販売が2,143,022千円(前事業年度比20.0％増)となり、ま
た、既存店舗の売上増加等により店舗販売が1,978,184千円(同3.9％増)となり
ました。
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以上により、当事業年度の業績は、売上高が4,126,272千円(前事業年度比
11.6％増)となり、ATAOLAND＋等に係る販売促進費の継続的な投資を行っ
たものの売上高が増加したこと等により、営業利益239,296千円(同31.1％増)、
経常利益243,174千円(同33.0％増)、当期純利益151,543千円(同121.4％増)と
なりました。

② 設備投資の状況
当事業年度の設備投資の総額は、8,251千円であり、その主なものは店舗移

転関連の投資であります。

（2）財産及び損益の状況

区 分 第 19 期
（2023年２月期）

第 20 期
（2024年２月期）

第 21 期
（2025年２月期）

第 22 期
（当事業年度）

（2026年２月期）

売 上 高 （千円） 3,709,366 3,241,449 3,696,135 4,126,272
経 常 利 益
又は経常損失(△) （千円） △245,792 122,865 182,867 243,174
当 期 純 利 益
又は当期純損失(△) （千円） △229,162 50,782 68,447 151,543
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
又 は 1 株 当 た り
当 期 純 損 失 ( △ )

（円） △16.34 3.65 4.95 10.94

総 資 産 （千円） 3,788,884 3,540,348 3,171,422 3,182,841

純 資 産 （千円） 2,554,118 2,499,965 2,501,282 2,586,735

１株当たり純資産 （円） 182.05 180.50 180.70 186.74
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
当社は、「新規販売チャネルの展開」「店舗とECのOMOの実現」「生産体制の

強化」「人材の確保・育成」「模倣品等への対策の強化」「内部管理体制の強化」
「財務体質の強化」を対処すべき特に重要な課題としており、その実現に向けて、
引き続き積極的に取り組んでまいります。
① 新規販売チャネルの展開

当社は、継続的な成長及び企業価値の拡大を図り、より多くの消費者ニーズ
に応えるため、海外進出、キャラクタービジネス、ライセンス事業等の新規販
売チャネルの開拓を推進してまいります。そのため、システム投資、広告宣伝
費等の追加費用が発生する可能性がありますが、消費者の購買行動の変化に対
して適時・適切に対応するとともに、事業拡大に伴う新たなお客様層の獲得を
通じて、経営の安定化に取り組んでまいります。

② 店舗とECのOMOの実現
OMO（※）の実現及びEC事業における様々な業務の効率化と最適化、一部

内製化を実施することにより、各ブランド価値の向上を図るとともに売上及び
利益を中長期的に拡大することに取り組んでまいります。

（※）OMO（Online Merges with Offline）とは、店舗とECの融合を図ることにより、顧客
体験を向上させることを目的としたマーケティング手法のことをいいます。

③ 生産体制の強化
当社では、お客様のニーズにより早く、確かな品質で応えることができるよ

うな供給システムを構築するため、技術指導等による生産管理委託先及び生産
工場の育成に取り組んでまいります。
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④ 人材の確保・育成
当社にとって、店舗従業員等の確保・育成は重要な経営課題であり、優秀な

人材確保のため、様々な採用チャネルを活用していく方針です。当期において
も新卒採用を継続して行い、店舗やECサイトの運営に必要な人材の確保に努め
ております。また、転勤のない正社員の採用や時短勤務を取り入れる等、雇用
形態や働き方の多様化も図ってまいります。

⑤ 模倣品等への対策の強化
当社は、当社のブランドや商品と混同させてお客様に販売しようとする悪質

な行為や当社の商品画像を悪用した詐欺サイト等については、お客様からの信
頼を損ない、また、当社のブランド価値を毀損する可能性があると認識してお
り、このような行為への対応をさらに強化してまいります。

⑥ 内部管理体制の強化
当社の円滑な拡大を支えていくために、業況推移を常時正確に把握し、適

時・適切に経営判断へ反映させていくことが、重要であると考えております。
こうした観点から、内部管理体制の一層の充実、管理部門の体制強化を図って
まいります。

⑦ 財務体質の強化
当社は、経済環境の急激な変化等に備えるとともに、中長期的な安定成長を

実現させるべく、財務体質の更なる強化を図ってまいります。
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（5）主要な事業内容（2026年２月28日現在）
当社は、オリジナルバッグ等の企画・販売、直営店舗の運営、インターネット

店舗の運営、キャラクター商品の企画・販売を主な事業としております。

（6）主要な事業所（2026年２月28日現在）

本 社 兵庫県神戸市中央区

東 京 本 社 東京都中央区

物 流 倉 庫 広島県三原市

店 舗

ATAOアタオランド店（神戸市中央区）
ATAO新宿店（東京都新宿区）
ATAO有楽町店（東京都千代田区）
ATAO横浜店（横浜市西区）
ATAO名古屋店（名古屋市中区）
ATAO大丸梅田店（大阪市北区）
ATAO京都店（京都市下京区）
ATAO博多店（福岡市博多区）
IANNEアタオランド店（神戸市中央区）
ILEMERアタオランド店（神戸市中央区）
ILEMER avec le ianne東京（東京都千代田区）
StrawberryMe京都本店（京都市下京区）
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（7）使用人の状況（2026年２月28日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

62（6）名 △5名 34.7歳 7.4年

（注） 使用人数は就業人員であり、契約社員を含む臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（2026年２月28日現在）
該当事項はありません。

（9）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の現況
（1）株式の状況（2026年２月28日現在）

① 発行可能株式総数 48,000,000株
② 発行済株式の総数 14,037,000株（自己株式 184,796株を含む）
③ 株主数 6,558名
④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

瀬 尾 訓 弘 3,515,600株 25.38％

株 式 会 社 セ ブ ン オ ー 2,300,000 16.60

黒 越 誠 治 1,230,000 8.88

株 式 会 社 九 六 1,230,000 8.88

長 南 伸 明 420,400 3.03

籠 谷 雅 245,000 1.77

水 元 公 仁 162,100 1.17

鈴 政 博 美 155,100 1.12

山 口 敬 之 139,000 1.00

天 野 謙 二 郎 100,000 0.72

（注）1. 当社は、自己株式（184,796株）を所有しておりますが、上記の大株主より除いておりま
す。

2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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（2）新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付
された新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）会社役員の状況
① 取締役の状況（2026年２月28日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 瀬 尾 訓 弘 ―

取 締 役 籠 谷 雅 事業部ゼネラルマネージャー

取 締 役 長 南 伸 明

経営戦略室長
SFPホールディングス株式会社社外取締役（監査
等委員）
株式会社ビットキー社外取締役
株式会社堂島取引所社外監査役

取 締 役 山 口 敬 之
管理部ゼネラルマネージャー
バリュークリエーション株式会社社外監査役
株式会社エビリー社外監査役

取締役（監査等委員） 松 本 浩 介
ピクスタ株式会社社外取締役（監査等委員）
KLab株式会社社外取締役（監査等委員）
株式会社サイバー・バズ社外取締役（監査等委員）
株式会社ジグザグ社外取締役

取締役（監査等委員） 吉 羽 真一郎

潮見坂綜合法律事務所パートナー
株式会社サイバー・バズ社外取締役（監査等委員）
株式会社ハマイ社外取締役（監査等委員）
フリュー株式会社社外監査役
株式会社ジグザグ社外監査役

取締役（監査等委員） 中 島 由紀子 中島公認会計士事務所代表
株式会社Orchestra Holdings社外監査役

（注）1. 監査等委員である取締役松本浩介氏、吉羽真一郎氏及び中島由紀子氏は、社外取締役であり
ます。

2. 監査等委員である取締役中島由紀子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

3. 当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置しており、
必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

4. 当社は、社外取締役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった
職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

③ 取締役の報酬等
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、2021年2月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等

の決定方針について決議しており、その内容は以下のとおりであります。
ａ．基本方針

当社の取締役の報酬は、各職責等を踏まえた適正な水準とし、企業価値
の持続的な向上を図るインセンティブとして機能するよう株主利益と連動
した報酬体系とすることを基本方針としております。具体的には、取締役
（監査等委員を除く）の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬
等及び非金銭報酬等により構成し、監督機能を担う取締役（監査等委員）
については、その職務に鑑み、原則として基本報酬のみを支払うこととし
ております。

ｂ．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年

数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準等も考慮しながら、
総合的に勘案して決定するものとしております。

ｃ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等（株式報酬）の内容及び額又は数の
算定方法の決定に関する方針
業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、

原則として、業績指標を反映した現金報酬とし、各事業年度の営業利益の
目標値に対する達成度合い等に応じて算出された額を賞与として毎年、一
定の時期に支給することとしております。なお、当事業年度においては該
当はありません。
非金銭報酬等は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ

を付与するとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的として
譲渡制限付株式報酬制度を導入し、職位、職責、会社への貢献度や今後期
待される役割等を勘案の上、毎年、一定の時期あるいは複数年度分を一括
して付与することとしております。また、中長期的なインセンティブとし
て機能するよう、原則として譲渡制限期間を当社の取締役等を退任又は退
職するまでとしております。
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ｄ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個
人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
取締役（監査等委員を除く）の種類別の報酬割合については、当社と同

程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする
報酬水準等を踏まえ、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとし
て機能するよう一定割合を金銭報酬以外の報酬とすることとしております。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬額については取締役会決議

に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、
その権限の内容は、各取締役の基本報酬、業績連動報酬等並びに非金銭報
酬等（株式報酬）の額の配分とすることとしております。
当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、監査等委員

会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社
長は、当該答申の内容に従って決定をしなければならないこととしており
ます。
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ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 非金銭報酬等
取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

132,457千円
（―）

79,200千円
（―）

53,257千円
（―）

4名
（0）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

8,400
（8,400）

8,400
（8,400） ― 3

（3）
合 計
（うち社外取締役）

140,857
（8,400）

87,600
（8,400）

53,257
（―）

7
（3）

（注）1. 非金銭報酬の内容は譲渡制限付株式報酬であり、当事業年度における費用計上額を記載して
おります。

2. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2017年５月29日開催の第13期定時株主総会
において、年額200,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取
締役（監査等委員を除く）の員数は、４名であります。

3. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2017年５月29日開催の第13期定時株主総会におい
て、年額20,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監
査等委員）の員数は、３名であります。

4. 取締役（監査等委員を除く）の譲渡制限付株式報酬の報酬限度額は、2020年５月25日開催
の第16期定時株主総会において、年額380,000千円以内と決議いただいております。当該
株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は、４名であります。

5. 取締役会は、代表取締役社長瀬尾訓弘に対し、各取締役（監査等委員を除く）の基本報酬等
の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締
役の担当業務の評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。当該
権限が適切に行使されるよう、委任された内容の決定にあたっては、監査等委員会に原案
を諮問し答申を得ることとされていること等から、当社取締役会は当事業年度に係る取締
役の個人別の報酬等が上記決定方針に沿うものであると判断しております。
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④ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役（監査等委員）松本浩介氏は、ピクスタ株式会社、KLab株式会社、
株式会社サイバー・バズの社外取締役（監査等委員）並びに株式会社ジグ
ザグの社外取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はあ
りません。

・取締役（監査等委員）吉羽真一郎氏は、潮見坂綜合法律事務所のパートナ
ー及び株式会社サイバー・バズ、株式会社ハマイの社外取締役（監査等委
員）並びにフリュー株式会社、株式会社ジグザグの社外監査役であります。
当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）中島由紀子氏は、中島公認会計士事務所の代表並び
に株式会社Orchestra Holdingsの社外監査役であります。当社と各兼職先
との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員） 松 本 浩 介

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回出席いたしま
した。出席した取締役会において、他社の代表取締役や上場会
社のCFO等を歴任したことによる上場会社としてのコーポレー
トガバナンスや投資家等に対する会社のアカウンタビリティ等
に関して、経営全般の観点から適宜、必要な発言を行っており
ます。
また、当事業年度において開催された監査等委員会12回のうち
12回出席し、監査結果についての意見交換等、適宜、必要な発
言を行っております。

取締役
（監査等委員） 吉 羽 真一郎

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回出席いたしま
した。弁護士として培われた豊富な経験及び高い見識を有して
いることに加え、上場会社の取締役及び監査役等を歴任してお
り、上場会社としてのコーポレートガバナンス等に関し、適宜、
必要な発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査等委員会12回のうち
12回出席し、監査結果についての意見交換等、専門的見地から
適宜、必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 中 島 由紀子

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回出席いたしま
した。公認会計士として培われた豊富な経験及び高い見識を有
していることに加え、上場会社の社外監査役等を歴任しており、
上場会社としてのコーポレートガバナンス等に関し、適宜、必
要な発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査等委員会12回のうち
12回出席し、監査結果についての意見交換等、専門的知見から
適宜、必要な発言を行っております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額 22,000千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事
業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及
び報酬見積りの算出根拠等が当社の事業規模、事業内容に対応したものであるかを検討し
た結果、これらについて適切であると判断し、会計監査人の報酬等の額について同意いた
しました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人
を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及び解任の
理由を報告いたします。
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3. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
当社は、2017年５月29日付で監査等委員会設置会社へ移行しております。それに

伴い、2017年５月29日開催の取締役会において、「内部統制システムの整備に関す
る基本方針」を改定しており、改定後の内容は以下のとおりであります。

（1）業務の適正を確保するための体制についての決議内容
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の保存及

び管理に関する体制
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報及び文書
の取り扱いは、法令及び「文書管理規程」の定めるところにより、適切かつ
検索性の高い状態で記録・保存・管理する。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の要
求があった場合には、担当部署はいつでも当該請求のあった文書を提出する。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社のリスク管理に関する基本的事項を定め、経営を取り巻く様々なリスク
に対して的確な管理・実践を行うべく「リスク管理規程」を定め、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に周知徹底する。
・当社の経営又は事業活動に重大な影響を与える危機が発生したときには、リ
スクを総合的に認識・評価・管理する組織体として、代表取締役を本部長と
する「対策本部」を直ちに設置し、会社が被る損害を防止又は最小限に止め
る。

・内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づく内部監査を通じて、各部門のリ
スク管理状況を確認する。

③ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制

・取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、取
締役会を通じて個々の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業務執行
が効率的に行われているかを監督する。

・取締役会は、中期経営計画及び各事業年度の予算を決定し、各部門がその目
標達成のための具体案を立案、実行する。

・「取締役会規程」、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等を定
めることにより、取締役会、代表取締役及び各取締役（監査等委員である取
締役を除く。）の役割と権限を明確にする。
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④ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の職務の執行が、法令
及び定款に適合し、かつ企業倫理の遵守及び社会的責任を果たすため、「コン
プライアンス規程」を定め、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び
使用人に周知徹底する。

・コンプライアンス体制の構築、維持を図り、法令等に違反する行為、違反の
可能性のある行為又は不適切な取引を未然に防止し、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）及び使用人の法令遵守体制の強化を図る。

・内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づく内部監査を通じて、各部門のコ
ンプライアンス状況、業務執行状況を確認する。

・法令・諸規則及び諸規程に反する行為等を早期に発見し是正すべく、外部の
法律事務所を窓口とする内部通報制度を運用する。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制

・「関係会社管理規程」に基づき、子会社の事業を統括的に管理する部署を定
め、子会社におけるコンプライアンス状況、リスク管理状況等を把握すると
ともに、職務の執行状況の報告を受ける。また、子会社における重要事項の
決定にあたっては、当社の取締役会の承認を受けるものとする。

・内部監査担当者は、子会社の内部監査を実施し、業務の適正性を監査する。
・子会社の使用人を内部通報制度の利用者に含める。

⑥ 監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用
人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及
び監査等委員である取締役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項

・監査等委員である取締役がその補助すべき使用人（以下、補助使用人とい
う。）を置くことを求めた場合は、監査等委員である取締役と協議の上で補助
使用人を任命する。

・補助使用人は、原則として業務の執行に係る役職を兼務せず、監査等委員で
ある取締役の指揮命令の下で職務を遂行し、補助使用人の異動・評価等につ
いては監査等委員である取締役の同意を要する。
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⑦ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員である取
締役に報告をするための体制その他の監査等委員である取締役への報告に関
する体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び子会社の取締役及び使
用人は、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項については、速やか
に監査等委員である取締役に報告する。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は内部監査の実施状
況、リスク管理状況、コンプライアンス状況、内部通報制度で通報された事
案の内容のほか、監査等委員である取締役からの要請に応じて必要な報告を
行う。

⑧ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

・当社及び子会社は前号の報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由
として不利益な取扱いを行うことを禁止する。

⑨ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の
手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

・監査等委員である取締役の職務の執行に必要な費用又は債務については、監
査等委員である取締役の請求に従い支払その他の処理を行う。

⑩ その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制

・代表取締役及び内部監査部門は、監査等委員である取締役と定期的に意見交
換を行う。

・監査等委員である取締役は取締役会以外の重要な会議にも出席できるものと
する。

・監査等委員である取締役が法律・会計等の専門家から監査業務に関する助言
を受ける機会を保障する。

⑪ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断す
るとともに、これら反社会的勢力に対しては、関係行政機関や顧問弁護士等
と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度で対応する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
上記の業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの整備に関する基

本方針）の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

当事業年度は取締役会を16回開催し、法令又は定款に定められた事項及び経営
上の重要な事項の決議等を行うとともに、各取締役の職務執行の監督を行いまし
た。

当事業年度は監査等委員会を12回開催し、監査方針等の策定を行うとともに、
監査結果等についての意見交換を行っております。監査等委員３名は全て社外取
締役であり、取締役会及びその他の重要な会議に出席すること等により、意思決
定の過程及び職務の執行状況を把握、監視するとともに、代表取締役、内部監査
担当者及び会計監査人と定期的な意見交換を実施しております。

内部監査については、内部監査担当者が監査計画を策定の上、業務全般に関し
て法令、定款及び社内規程等の遵守状況や職務執行の手続の妥当性等について内
部監査を実施し、その結果を代表取締役及び監査等委員である取締役に報告して
おります。

4. 会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針を支配する者のあり方に関する基本方針に

ついては、特に定めておりません。

（注） 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

― 19 ―

2026年04月17日 14時57分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



貸 借 対 照 表
（2026年２月28日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,669,492 流 動 負 債 512,086

現 金 及 び 預 金 1,821,493 買 掛 金 103,923

売 掛 金 325,685 未 払 金 241,282

商 品 450,932 未 払 費 用 4,440

前 払 費 用 67,939 未 払 法 人 税 等 61,845

そ の 他 3,441 契 約 負 債 84,398

固 定 資 産 513,348 預 り 金 12,818
有 形 固 定 資 産 176,950 ポ イ ン ト 引 当 金 1,878
建 物 159,716 資 産 除 去 債 務 1,500

構 築 物 2,167 固 定 負 債 84,019

工具、器具及び備品 14,206 退 職 給 付 引 当 金 34,998

そ の 他 859 資 産 除 去 債 務 49,021

無 形 固 定 資 産 2,288 負 債 合 計 596,105

ソ フ ト ウ エ ア 2,288 （純資産の部）

投資その他の資産 334,108 株 主 資 本 2,586,735

出 資 金 50 資 本 金 398,961

長 期 前 払 費 用 119,159 資 本 剰 余 金 396,622

差 入 保 証 金 129,043 資 本 準 備 金 388,961

繰 延 税 金 資 産 45,619 そ の 他 資 本 剰 余 金 7,660

保 険 積 立 金 40,236 利 益 剰 余 金 1,822,696

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,822,696

繰 越 利 益 剰 余 金 1,822,696

自 己 株 式 △31,545

純 資 産 合 計 2,586,735

資 産 合 計 3,182,841 負 債 純 資 産 合 計 3,182,841
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損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,126,272

売 上 原 価 1,314,340

売 上 総 利 益 2,811,932

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,572,635

営 業 利 益 239,296

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,035

受 取 家 賃 480

未 払 配 当 金 除 斥 益 49

そ の 他 8 4,573

営 業 外 費 用

支 払 利 息 679

そ の 他 16 696

経 常 利 益 243,174

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 243,174

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 101,982

法 人 税 等 調 整 額 △10,351 91,630

当 期 純 利 益 151,543
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株主資本等変動計算書

（2025
2026

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 398,961 388,961 7,101 396,063 1,740,363 1,740,363 △34,106 2,501,282 2,501,282

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 151,543 151,543 151,543 151,543

剰余金の配当 △69,211 △69,211 △69,211 △69,211

自己株式の処分 559 559 2,560 3,120 3,120

当期変動額合計 ― ― 559 559 82,332 82,332 2,560 85,452 85,452

当 期 末 残 高 398,961 388,961 7,660 396,622 1,822,696 1,822,696 △31,545 2,586,735 2,586,735
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
・商品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）
（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５年〜50年
工具、器具及び備品 ３年〜10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
イ．ポイント引当金 販売促進を目的として顧客に付与したポイントの使用に備える

ため、将来利用されると見込まれる額を計上しております。
ロ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を採用しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社は、主に一般消費者向けにオリジナルバッグや財布、キャラクター商品を販売しており、顧

客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、顧客に商
品を引き渡した時点で充足されると判断し、商品の引き渡し時点で収益を認識しております。
また、当社において独自のポイント制度を導入しており、付与したポイントを履行義務として識

別して取引価格の配分を行い、ポイントの利用に応じて履行義務が充足されると判断して収益を認
識しております。

2. 表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、金額
的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。なお、前事業年度における「受取
利息」は882千円であります。
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3. 会計上の見積りに関する注記
商品の評価

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
商品 450,932千円
売上原価（棚卸資産評価損） 2,587千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、収益性の低下による簿価切下げの方法により商品を評価しており、仕入日から一定期間

を超えて保有している商品等を対象とし、仕入日からの経過期間等に応じた評価減割合に基づき簿
価を切り下げた価額をもって貸借対照表価額としております。また、販売戦略の変更等により販売
可能性が低下していると判断した商品については、帳簿価額を処分見込価額等まで切り下げており
ます。
なお、仕入日からの経過期間等に応じた評価減割合による商品の評価は、将来の経営環境の影響

を受けることから不確実性を伴うものであり、見積りの前提や仮定に変更が生じる場合には、翌事
業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

4. 貸借対照表に関する注記
（1）売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の残高 325,685千円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 235,800千円

5. 損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりま

せん。顧客との契約から生じる収益の金額は、4,126,272千円であります。

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,037,000株

（2）当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数
普通株式 184,796株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基準日 効力発生日

2025年５月26日
定時株主総会 普通株式 69,211千円 5円 2025年２月28日 2025年５月27日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基準日 効力発生日

2026年５月22日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 69,261千円 5円 2026年

２月28日
2026年
５月25日
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7. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 4,373千円
棚卸資産評価損 78,069千円
減損損失 9,873千円
資産除去債務 15,900千円
契約負債 25,740千円
ポイント引当金 574千円
株式報酬費用 98,500千円
その他 14,724千円

繰延税金資産小計 247,759千円
評価性引当額 △194,991千円

繰延税金資産合計 52,768千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 7,148千円

繰延税金負債合計 7,148千円
繰延税金資産の純額 45,619千円

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
2025年３月31日に、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が公布され、

2026年４月１日以降開始する事業年度より防衛特別法人税の課税が行われております。
これに伴い、2027年３月１日から開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等につ

いては、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が30.62％から31.52％に変更さ
れております。
なお、この変更による影響は軽微であります。

8. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達については主に銀行等金融機関か
らの借入により資金を調達しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、現金及び預金、売掛金、買掛金、未払

金、未払法人税等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから注記を省略し
ております。

9. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記(4)重要な収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

10. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 186円74銭
（2）１株当たり当期純利益 10円94銭

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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（注） 本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年４月20日

株式会社スタジオアタオ
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 田 美 穂
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 山 友 作

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社スタジオ

アタオの2025年３月１日から2026年２月28日までの第22期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査にお
ける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ
の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その
他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等

を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監

査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計
算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内
容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年３月１日から2026年２月28日までの第22期事業年度
における取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下
のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部
門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

2026年４月20日
株式会社スタジオアタオ 監査等委員会

監 査 等 委 員
（社 外 取 締 役） 松 本 浩 介 ㊞
監 査 等 委 員

（社 外 取 締 役） 吉 羽 真一郎 ㊞
監 査 等 委 員

（社 外 取 締 役） 中 島 由紀子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の

維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおりといたしたいと
存じます。

期末配当に関する事項
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 ５円 総額は69,261,020円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年５月25日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４

名）は、本総会終結の時をもって任期満了により退任となります。
つきましては、取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者につい

て適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１

せ お くに ひろ

瀬 尾 訓 弘
（1976年４月３日）

再任

2000年４月 株式会社ベルシステム24入社
2002年12月 学校法人河合塾入社
2005年２月 当社設立 代表取締役社長（現任）
2015年５月 ロベルタ ディ カメリーノ ファー

イースト株式会社代表取締役社長

3,515,600株

２

かご たに みやび

籠 谷 雅
（1977年７月４日）

再任

2002年４月 株式会社クリケット入社
2007年３月 有限会社イーコンセプトラブ入社
2009年５月 当社入社
2011年４月 当社事業部マネージャー
2013年３月 当社事業部ゼネラルマネージャー
2015年６月 当社取締役事業部ゼネラルマネー

ジャー（現任）

245,000株
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

３

ちょう なん のぶ あき

長 南 伸 明
（1973年９月９日）

再任

1996年４月 太田昭和監査法人入所
1999年４月 公認会計士登録
2008年７月 新日本有限責任監査法人パートナ

ー（現EY新日本有限責任監査法
人）

2015年８月 税理士登録
2015年９月 当社取締役
2016年３月 当社取締役経営戦略室長（現任）
2019年５月 SFPホールディングス株式会社社

外取締役[監査等委員]（現任）
2024年10月 株式会社ビットキー社外取締役

（現任）
2025年 6 月 株式会社堂島取引所社外監査役

（現任）
2026年 3 月 竹本容器株式会社社外取締役[監査

等委員]（現任）
（重要な兼職の状況）
SFPホールディングス株式会社社外取締役（監査
等委員）
株式会社ビットキー社外取締役
株式会社堂島取引所社外監査役
竹本容器株式会社社外取締役（監査等委員）

420,400株

４

やま ぐち たか ゆき

山 口 敬 之
（1980年12月29日）

再任

2003年４月 新日本有限責任監査法人（現EY新
日本有限責任監査法人）入所

2006年４月 公認会計士登録
2015年11月 当社入社 執行役員管理部ゼネラル

マネージャー
2020年５月 当社取締役管理部ゼネラルマネー

ジャー（現任）
2022年３月 バリュークリエーション株式会社

社外監査役（現任）
2022年 6 月 株式会社エビリー社外監査役（現

任）
（重要な兼職の状況）
バリュークリエーション株式会社社外監査役
株式会社エビリー社外監査役

139,000株
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（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 瀬尾訓弘氏を取締役候補者とした理由は、当社の創業者として経営を担い、豊富な経験を有

しており、現在は代表取締役として、経験に裏付けされた的確な視点から経営全般、重要
事項の決定や業務遂行に対する監督等適切な役割を果たしており、取締役候補者といたし
ました。

3. 籠谷雅氏を取締役候補者とした理由は、入社以来店舗管理や仕入・在庫管理に携わり、一連
の幅広い業務経験及び知識を有しており、現在は事業部ゼネラルマネージャーとして、部
門全体を牽引し、当社主力事業、マーケティング、商品企画、店舗スタッフ管理等の中心
的な役割を担っております。これらの経験及び実績を当社経営に活かすことができると判
断し、取締役候補者といたしました。

4. 長南伸明氏を取締役候補者とした理由は、公認会計士としての豊富な経験と幅広い見識を有
しており、このような経験と実績は取締役会の意思決定に資するとともに、当社の企業価
値向上に寄与することが期待でき、現在は内部監査担当及び経営戦略室長として、コーポ
レートガバナンス体制の強化、予算策定等を担っております。これらの経験及び実績を当
社経営に活かすことができると判断し、取締役候補者といたしました。

5. 山口敬之氏を取締役候補者とした理由は、公認会計士としての豊富な経験と幅広い見識を有
しており、このような経験と実績は取締役会の意思決定に資するとともに、当社の企業価
値向上に寄与することが期待でき、また、入社以来管理部ゼネラルマネージャーとして部
門全体を牽引し、コーポレートガバナンス体制の強化等を担っております。これらの経験
及び実績を当社経営に活かすことができると判断し、取締役候補者といたしました。

6. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結することを予定しております。当該契約は、被保険者である役員等がその職務の執行
に関して責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求をうけることによって生ずるこ
とのある損害について補填することを目的としており、各候補者が選任された場合には、
その被保険者に含まれることとなります。
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
現在の補欠の監査等委員である取締役選任の効力は、本総会の開始の時までとなっ

ておりますので、改めて、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことに
なる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであり
ます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

おお もり こう へい

大 森 康 平
（1979年4月28日）
【取締役候補者】

2006年３月 当社入社
2015年２月 当社事業部エリアマネージャー
2024年６月 当社管理部執行役員（現任）

21,200株

（注）1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 大森康平氏は、補欠の取締役候補者であります。
3. 補欠の取締役候補者の大森康平氏は、当社の様々な部門の業務に精通しており、これまでの

豊富な経験と見識を活かすことにより、当社の監査機能や取締役会における意思決定・監
督機能の実効性を期待できると判断し、補欠の取締役として選任をお願いするものであり
ます。

4. 当社は、大森康平氏が選任され、取締役に就任した場合、会社法第427条第１項の規定に基
づき次の内容の責任限定契約を締結する予定であります。
（責任限定契約の内容の概要）
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額とする。なお、当該責任限定
が認められるのは、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大
な過失がないときに限られるものとする。

5. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結することを予定しております。当該契約は、被保険者である役員等がその職務の執行
に関して責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求をうけることによって生ずるこ
とのある損害について補填することを目的としており、大森康平氏が選任され、取締役に
就任した場合、その被保険者に含まれることとなります。

以 上
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阪急神戸三宮

新幹線 新神戸駅 山陽新幹線

阪急神戸線
地下鉄西神・山手線

地下鉄 新神戸

地下鉄 三宮

阪神神戸三宮

JR三ノ宮 至大阪

至大阪

至神戸空港

至姫路

至姫路

交通センタービル

三宮センター街

地下鉄海岸線

マルイ 神戸阪急
ロフト

JR神戸線

阪神本線

神戸国際会館

花時計

京橋出入口

神戸市役所
国道2号線

地下鉄 三宮・花時計前

阪神高速3号神戸線

三菱UFJ銀行

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場：兵庫県神戸市中央区御幸通八丁目１番６号

神戸国際会館セミナーハウス ９階
TEL 078−230−3196

交通 ＪＲ 三ノ宮駅より 徒歩３分
阪急電車 神戸三宮駅より徒歩３分
阪神電車 神戸三宮駅より徒歩２分
神戸市営地下鉄山手線 三宮駅より徒歩５分
神戸市営地下鉄海岸線 三宮・花時計前駅より直結
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